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1. はじめに 

海外における日本食のブームに伴い、日本産食品の輸

出が増加してきた。北海道産食品は、北海道内に豊富な

食資源を有するという強みを持ち、今後「食」クラスタ

ー活動による高付加価値化を推進する事が見込まれるが、

北海道の食品加工業者は消費地近郊の大規模企業と比べ

て規模面で劣る。北海道からの国際物流は物流量の少な

さにより本州からの輸送に依存せざるを得ず、また海外

における販路開拓は発展途上にある。 

本研究では、北海道の国際物流を牽引する 4者へのヒ

アリングを通して食品加工業による北海道国際物流戦略

とインフラ整備について考察する。 

 

2. 北海道開発局の試み－HOPを事例として－ 

北海道開発局ではアジアの地域間での物流の活性化、

北海道の農水産品のブランド力の向上などの北海道にお

ける国際物流の課題を把握、検討している。その課題解

決に向けて平成 18 年に「北海道国際物流戦略チーム」

を設置し、北海道の生鮮品が韓国へ直接輸送できていな

いという課題を解決するため、「国際 RORO 船の国際

航路開発～北海道－韓国間～」を検討した。このような

取り組みが行われている中、平成 23 年 9 月に札幌大学

と北海道開発局が連携し、「国際物流を通じた道産品輸

出促進研究会」（次章から研究会と表記）を発足させた。 

 

2.1 HOPについて 

研究会では、北海道産品の輸出拡大・物流活性化を図

るため HOP(HOkkaido export Platform)という取組みを考

案した。 

HOP は海外輸出の際に必要な商社機能・輸送機能・

通関機能を兼ね備えた貿易推進システムである。しかし

ながら 3つの機能を備えた貿易推進システムを立ち上げ

るのは困難である。そこで 24 年度は通関・輸送機能の

ノウハウ蓄積のため HOP1サービスでの取組みを段階的

に行っている。最終的には商社機能を含む 3つの機能を

備えた HOP を目指している(図－1)。なお，HOP1 サー

ビスとは、北海道産品を北海道のどこからでも段ボール

1 箱(15 ㎏、縦＋横＋高さ＝120cm)を香港へ冷蔵・冷凍

で 9000 円＋販売希望価格の 9%(HOP1 サービス使用手

数料)で配送するサービスのことであり，このサービス

は事業者の代金回収・成分ラベルデータの作成・輸出入

通関資料の作成に対応している点が特徴である。 

 

 

図－1 HOP構築までの流れ 

(出展：札幌大学千葉博正教授) 

 

3. ヒアリング結果 

本章では食品加工業による国際物流の現状を HOP 構

築という産学官での取組みから明らかにする。今回は

HOP 構築に取組む企業・北海道の国際物流に関連する

企業にヒアリング調査を行った。以下に詳細を示す。 

 

3.1 HOP構築に関連する企業へのヒアリング結果 

・商品開発するためには、香港の物産会などのイベント

での海外のバイヤーの意見を道内生産者にフィードバ

ックする仕組みが必要である 

・北海道が他の各地よりも格安のアジアルートの国際貨

物便を出せたら、結果的にインフラの拡充が出来る 

・海外輸出する商品は荷主が梱包作業を行い、その商品

は輸出先の商品価格とも競争しなくてはいけない 

・エンドユーザーを B to B として検討し、段階的にバ

イヤーから一般ユーザーへ広がっていくように B to C

にする 

・香港へ輸出する場合は輸送時間や通関の時間、販売ル

ートに乗せて店頭に並ぶまでのリードタイムは約 3週

間である 

3.2 国際物流に関わる企業へのヒアリング結果 

・北海道の食品加工業者は保守的であり、海外輸出への

意欲のある企業は自ら地域ベースでの海外輸出を行っ

ている 

・北海道の生鮮食品は品質の高いが生産量が不安定であ

る。保存技術・冷凍輸送の技術が上がれば品質の高

いものが北海道発で輸送することが可能となる 
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・道産食品を海外に売るか国民のために消費するかは考

えどころである 

・インタイムで届くかどうかが荷主や商社の港湾選択の

重要な判断基準である 

・新たなコールドチェーンを支える基盤として、冷凍の

温度管理の徹底、物流トレーサビリティの向上、関

係者の連携など生産流通体制の整備が必要である 

・物産展などに参加する企業は輸出への勉強をするべき

であり、自社製品の流通への理解必要である 

 

3.3 HOP構築に向けた物流部分の簡素化による効果 

 HOP により荷主の不安として通関、検疫の手続きの

部分である CIQ 手続きが物流業者へ委託されたことで

荷主が海外輸出するための不安要素が削減されたと考え

られる（図－２）。しかし、ヒアリング調査により、輸

送する際の梱包状態や輸出先での商品状態などの商品の

品質について不安が明らかとなった。 

 

図－2 物流部分の簡素化による関係図 

 

4. 北海道戦略とインフラ整備 

 ヒアリング結果から以下の項目について考察する。 

・北海道の生鮮食品は品質の高いが生産量が不安定であ

る。保存技術・冷凍輸送の技術が上がれば品質の高い

商品が北海道発で輸送できる。 

・インタイムで届くかどうかが荷主や商社の港湾選択の

重要な判断基準である。 

・新たなコールドチェーンを支える基盤として、冷凍の

温度管理の徹底、物流トレーサビリティの向上、関係

者の連携など生産流通体制の整備が必要である。 

 

4.1 リードタイムの短縮 

 国際物流においてはリードタイムの短縮が重要となる。

実際に生産から外国の市場に並ぶまでに 3週間以上かか

ることも多い。ヒアリング結果からはインタイムでの輸

送可否が荷主・商社の港湾選択に大きく影響を与えるこ

とも指摘されていることから、生鮮食品に関して言えば

その分だけ品質の低下を招くことになる。輸送時間の短

縮は非常に有効であるため、２点の方策を提案する。 

 ①積荷の状態をリアルタイムで把握可能なトレーサブ

ルロジスティクスシステムの構築 

 ②通関手続きの簡略化 

 これらより、積み替えや通関のタイムロスを防ぐこと

ができ、品質低下の防止やインタイム輸送が可能となる。

なお、トレーサブルロジスティクスシステムとは、リア

ルタイムで商品の場所が把握できる追跡管理システムの

ことである。日本の運送業者のサービスは、他業者を仲

介させないものが多く、ここには「企業の認識」、「情

報共有の低さ」という問題がある。この問題解決により

国際レベルで荷物データの規格化を行い、どの国のどの

業者が扱っても荷主が情報把握を可能なシステムを構築

できる。しかし人間同士のやり取りであるため、実現が

困難な現状にある。 

 

4.2 最新技術の導入による品質保護 

 冷蔵コンテナは外気温の影響を受け、庫内の温度が上

手く保てなくなる場合がある。従って輸送時以外には速

やかに冷蔵庫に収納することが望ましいがしばしば手続

き等の関係でターミナルにコンテナごと常温放置される

場合がある。また、生鮮品は凍結・解凍処理によって品

質低下を招くことが知られている。品質低下を防ぐため

の方策として，外気温に左右されず庫内温度の安定化を

図れる技術の開発及び導入、或いは、急速冷凍技術の導

入による冷凍処理時の品質低下防止(冷凍輸送の場合)を

提案する。 

 

5. おわりに 

本研究の成果は以下の 3点である。 

①北海道の国際物流における現状をヒアリング調査によ

り明らかにした。 

②調査結果から、HOPの課題を明らかにした。 

③物流プロセス改善のための課題を明らかにした。 

HOP の運用と合わせて、北海道の一次産品輸出の成

功の鍵となる「通年輸出」を可能にするために、品質保

持機能の高い輸送・倉庫技術を導入することで、季節波

動性のある北海道産生鮮食品の生産量と、世界的な需要

をリンクさせることができれば市場拡大を見込んださら

なる国際物流戦略の提案をすることができる。 

この取組みに参加した生産者側の企業に対して、北海

道戦略への不安や海外輸出への考え方などをヒアリング

で明らかにして、発表時に述べる。 
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